
証券コード7621
2023年６月6日

（電子提供措置の開始日2023年６月１日）
株 主 各 位

東 京 都 八 王 子 市 南 浅 川 町 3426 番 地
株 式 会 社 う か い
代表取締役社長 紺 野 俊 也

第41回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第41回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますことをご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブ

サイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいま
すよう、お願い申しあげます。

≪当社ウェブサイト≫
https://www.ukai.co.jp/corporate/ir/meeting.html

≪東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）≫
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
※上記にアクセスいただき、銘柄名（会社名）に「うかい」又は
コードに「7621」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR
情報」を順に選択のうえ、「縦覧書類」にある「株主総会招集通
知 / 株主総会資料」よりご確認くださいますようお願い申しあ
げます。

なお、当日ご出席いただけない場合は、インターネット又は書面により議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、４ページから５ページ
に記載の「議決権行使のご案内」にしたがって、2023年６月22日（木曜日）午後６時30分まで
に議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記
１. 日 時 2023年６月23日（金曜日） 午前10時（開場午前９時20分）
２. 場 所 東京都八王子市旭町14番１号

京王プラザホテル八王子 ５階「翔王」
３. 目 的 事 項
報 告 事 項 第41期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告及び計算

書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役８名選任の件
第４号議案 監査役３名選任の件
第５号議案 補欠監査役１名選任の件

4. 議 決 権 の
行使について

(1)株主様は、当社の議決権を有する他の株主様１名を代理人として、その
議決権を行使することができます。ただし、代理権を証明する書面のご
提出が必要となりますので、ご了承ください。

(2)議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思
表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

(3)インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、イン
ターネットによる議決権行使を有効な行使として取り扱わせていただき
ます。なお、インターネットによる方法で複数回議決権を行使された場
合は、最後の行使を有効な行使として取り扱わせていただきます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申

しあげます。また、議事資料として本招集ご通知を当日会場までご持参くださいますようお願い申しあげ
ます。

◎株主総会におけるお飲み物のご提供、お土産の配布はとりやめさせていただいております。何卒ご理解賜
りますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただき
ます。

◎株主総会決議の結果は、当社ウェブサイトに掲載させていただく予定です。
◎会社法改正により、電子提供措置事項について１ページに記載の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確

認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りするこ
ととなりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず一律に電子提供措置事項を
記載した書面をお送りいたします。次回以降の株主総会にかかる株主総会資料につきましては、書面交付
請求された株主様に限り、書面でお送りする予定です。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
【電子提供制度に関するお問い合わせ先】

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 電子提供制度専用ダイヤル
電話：0120-696-505（通話料無料）／ 受付時間：午前９時～午後５時（土日祝日除く）
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◎当社では、会場における新型コロナウイルス感染拡大防止対策を講じておりますが、ご出席に際しまして
は、株主総会開催日現在の感染状況やご自身の体調も踏まえて、ご来場についてご検討くださいますよう
お願い申しあげます。
なお、会場内でのマスクの着用につきましては、国の指針に従い株主様の判断に委ねさせていただきます。
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こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・２・５号議案
・賛成の場合 ≫「賛」の欄に〇印
・反対する場合 ≫「否」の欄に〇印
第３・４号議案
・全員賛成の場合 ≫「賛」の欄に〇印
・全員反対する場合≫「否」の欄に〇印
・一部の候補者に 「賛」の欄に〇印をし、
反対する場合 ≫ 反対する候補者の番号を

ご記入ください。※議決権行使書はイメージです。

●ご送付いただきます議決権行使用紙は料金受取人払いのハガキとなっており、通常の郵便物に比べ郵便局での処理に時間を要しますので、
誠に恐縮ではございますが、お早めにご投函くださいますようお願い申しあげます。

議決権行使のご案内

株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

当日ご出席の際は、お手数ながら、
同封の議決権行使書用紙を会場受付
へご提出ください。

書面(郵送)により議決権を
行使される場合

同封の議決権行使書用紙に各議案の
賛否をご表示のうえ、切手を貼らず
にご投函ください。

インターネットにより議決権を
行使される場合

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2023年６月23日(金曜日)
午前10時

（受付開始：午前９時20分）
2023年６月22日(木曜日)
午後６時30分到着分まで

2023年６月22日(木曜日)
午後６時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
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インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使書副票に記載のログインＩＤ、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

１ 議決権行使書副票（右側）に記載のＱＲコードを読み
取ってください。 １ 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

４ 以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

３ 新しいパスワードを登録する。

２ 議決権行使書用紙に記載された「ログインＩＤ・仮
パスワード」を入力しクリック。

２ 以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

ＱＲコードを読み取る方法 ログインＩＤ・仮パスワードを
入力する方法

※「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

インターネットによる議決権行使でパソコンや
スマートフォンの操作方法などがご不明な場合は、
右記にお問い合わせください。

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前９時～午後９時）

※操作画面はイメージです。

「ログインID・
仮パスワード」を入力

「ログイン」をクリック

「新しいパスワード」
を入力

「送信」をクリック

●議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主様のご負担となります。
●パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用いただけない場合がございます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/
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事 業 報 告
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

１．会社の現況
（1）当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当事業年度（2022年４月１日～2023年３月31日)におけるわが国の経済は、2022年

３月の新型コロナウイルス感染症に係るまん延防止等重点措置の全面解除以降、感染症対
策の規制類が順次緩和されたことで経済活動の正常化が進み、緩やかながら持ち直しの動
きがみられるようになりました。一方で、ロシア・ウクライナ情勢の長期化や急激な為替
の変動等の影響により、エネルギー・原材料価格をはじめ様々な物価上昇に見舞われ、景
気の先行きは依然として不透明な状態で推移いたしました。
当社が属する外食産業におきましては、感染症対策の規制類が順次緩和されたことによ

り人流が戻りつつあるなかで、景況感に回復の兆しがみられたものの、断続的に起こる感
染拡大の波が客足に影響を及ぼし、回復テンポは鈍化いたしました 。さらには、消費者
のライフスタイルの変化に合わせた柔軟な対応のほか、食材費、光熱費の高騰や人件費の
上昇等の懸念事項も生じており、事業を取り巻く環境は厳しい状況が続いております。
このような不安定な事業環境のなか、当社は中期経営方針に掲げる「食」に関わる企業

として日本の食文化の発展に貢献できる企業を目指し、足元の業績回復を着実に進めると
ともに、2023年３月期からの３年間を成長力向上に向けた事業基盤の構築期と定め、「人
材力の強化」「収益基盤の強化」「財務基盤の強化」の３つの重点経営課題に取り組んでお
ります。
具体的には、2022年６月に業務執行体制の一層の強化を図ることを目的に組織体制の

大幅な見直しを行い、万全な会社運営の体制を整えました。一方で、同年４月には財務基
盤の強化の一環として、新型コロナウイルス感染症の事業への影響懸念から安定した資金
調達を確保することを目的にコミットメントライン契約の締結及び更新を行いました。ま
た収益基盤の強化では、レストラン事業部において、お客様の来店価値向上を図ることを
目的に期初より店舗の特性やメニュー構成に合わせた段階的な価格の見直しを行ったほ
か、物販事業部でも昨今の原材料等の高騰を受け、品質・サービスの維持を目的に同年９
月に価格改定及び紙袋一部有料化を実行いたしました。さらには、一昨年より取り組んで
いる経費構造の見直しによるコスト抑制策を継続実施し、収益の確保を図りました。
このような活動の結果、当事業年度の売上高は、前事業年度の大半でまん延防止等重点

措置や緊急事態宣言が発出されていた影響の反動増もあって12,652百万円（前事業年度
比28.9%増）と大幅増収となりました。営業損益は、増収の寄与に加え経費抑制効果によ
り763百万円の営業利益（前事業年度は1,083百万円の営業損失）、経常損益は、営業時間
短縮に係る感染拡大防止協力金106百万円を「助成金収入」として営業外収益に計上した
ことで852百万円の経常利益（前事業年度は477百万円の経常損失）、当期純損益は、918
百万円の当期純利益（前事業年度は869百万円の当期純損失）と増益での着地となりまし
た。
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② 当事業年度の業績全般

売上高
（百万円）

経常利益又は
経常損失(△)
（百万円）

当期純利益又は
当期純損失(△)
（百万円）

１株当たり
当期純利益又は
１株当たり

当期純損失(△)
（円）

2022年３月期 9,815 △477 △869 △165.81

2023年３月期 12,652 852 918 163.82

成長率 28.9％ － － －

事業の種類別セグメントの状況は次のとおりになります。
なお、当事業年度より、従来の報告セグメントである「事業本部」「文化事業」から

「レストラン事業部」「物販事業部」「文化事業部」に変更しております。このため、前事
業年度との比較については、セグメント変更後の数値に組み替えて比較を行っておりま
す。

〔レストラン事業部〕
レストラン事業部では、新型コロナウイルス感染症対策の規制類が順次緩和されたこ

とにより人流が戻りつつあるなか、お客様に当社各店舗を安心してご利用いただけるよ
うに感染症拡大防止策を講じたうえで、それぞれのブランド・店舗の特色を活かした販
促活動を実施し、集客に努めてまいりました。また、アフターコロナを見据え、接客等
のサービスの充実や店舗内環境の向上を図り、お客様の来店価値を高めていくことを目
的に、2022年４月より店舗の特性やメニュー構成に合わせた段階的なコース価格の見直
しを実施いたしました。
これらの営業活動により、まん延防止等重点措置並びに緊急事態宣言の発出により事

業活動に制約を受けていた前事業年度に対して来客数は大幅に伸長し、また価格改定効
果により客単価も上昇いたしました。
以上の結果、レストラン事業部の売上高は、コロナ前の水準には至らなかったものの

9,907百万円（前事業年度比33.8％増）と大幅増収となりました。

〔物販事業部〕
物販事業部では、2022年５月に製菓商品の製造・販売を行っている「アトリエうか

い」の新店舗『アトリエうかい 髙島屋大阪店』を大阪難波に出店いたしました。こちら
は、同年３月末をもって契約満了により閉店した『アトリエうかい 阪急うめだ本店』に
替わり大阪の地から当社ブランドを発信する新たな拠点となっており、連日、非常に多
くのお客様に足をお運びいただいております。その結果、2021年11月にオープンした
『アトリエうかい 髙島屋京都店』とともに売上高の伸長に大きく貢献いたしました。

一方、既存店の売上については、行動制限等の緩和により人流が戻ってきた影響で、
通勤や出張、帰省、観光とターミナル駅としても便利な品川駅構内にある『アトリエう

― 7 ―

2023年05月23日 11時54分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



かい エキュート品川』で前年同期に対し売上高を大きく伸ばしました。また、コロナ禍
で需要を伸ばしたEC販売並びに外部販売も前年同様の水準で好調を維持しております。
なお、同年９月には昨今の原材料等の高騰を受け、品質・サービスを維持することを

目的に価格改定を実施いたしました。
以上の結果、物販事業部の売上高は、1,777百万円（前事業年度比6.8％増）と増収に

なりました。

〔文化事業部〕
文化事業部では、『箱根ガラスの森』において、2022年４月から2023年４月まで、特

別企画展「～響き合う東西の美～ ガラス・アートの世界」を開催いたしました。当該企
画展は、前期・後期で展示作品を入れ替え、当館所蔵作品とともに日本国内の現代ガラ
ス作家たちの作品を幅広く紹介する、新たな形の企画展となっております。また、当館
の四季折々の庭園や季節のガラスのオブジェとともにお楽しみいただけるよう、春夏秋
冬をテーマに15～20世紀の作品を紹介する「ヴェネチアン・グラスの四季」展も同時開
催しており、これらの企画展を柱に様々な企画やイベントを立案・実行し、集客に努め
ました。
また、2022年10月には同施設に併設しているカフェレストラン『カフェテラッツァう

かい』のメニューリニューアルを実施いたしました。新たなメニューは、「箱根でうかい
を食す」をテーマに当社のブラッスリーグループ総料理長がメニューを監修し、レスト
ラン事業部と文化事業部が一つとなって作り上げており、箱根ガラスの森でも「うかい
の味」をお楽しみいただけるようになったことで美術館の価値向上を図り、お客様の来
館を促進いたしました。
これらの営業施策に加え、2022年３月のまん延防止等重点措置の全面解除以降は、新

型コロナウイルス感染症対策の規制類が順次緩和されたことにより人流の回復がみられ、
また３年ぶりとなる自粛要請のないなかで「県民割」等の観光支援策の後押しもあり、
個人客・団体客ともに回復傾向が強まり来館者数は伸長いたしました。
以上の結果、文化事業部の売上高は、コロナ前の水準には至らなかったものの967百

万円（前事業年度比30.0％増）と大幅増収となりました。
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（事業部別販売実績）
（単位：千円）

区 分 金額 前期比 構成比

レストラン
事業部

和食部

う か い 鳥 山 912,362 135.9％ 7.2％
う か い 竹 亭 370,645 109.8 2.9
と う ふ 屋 う か い 大 和 田 店 420,969 122.8 3.3
と う ふ 屋 う か い 鷺 沼 店 526,374 123.2 4.2
東 京 芝 と う ふ 屋 う か い 2,033,766 165.8 16.1
銀座 ｋａｐｐｏｕ ｕｋａｉ 肉匠 214,729 150.8 1.7
六本木 ｋａｐｐｏｕ ｕｋａｉ 263,671 156.2 2.1

計 4,742,519 143.0 37.5

洋食部

八 王 子 う か い 亭 738,269 116.6 5.8
横 浜 う か い 亭 959,383 107.4 7.6
銀 座 う か い 亭 1,098,519 140.2 8.7
あ ざ み 野 う か い 亭 685,355 112.1 5.4
表 参 道 う か い 亭 789,007 140.6 6.2
グ リ ル う か い 丸 の 内 店 322,692 152.0 2.6
ル・プーレ ブラッスリーうかい 131,346 142.7 1.0
六 本 木 う か い 亭 350,398 149.7 2.8

計 5,074,973 126.2 40.1
その他 89,631 131.0 0.7
小 計 9,907,123 133.8 78.3

物販事業部
物 販 事 業 部 1,777,854 106.8 14.1

小 計 1,777,854 106.8 14.1

文化事業部
箱 根 ガ ラ ス の 森 967,454 130.0 7.6

小 計 967,454 130.0 7.6
合 計 12,652,433 128.9 100.0

③ 設備投資の状況
当社は、レストラン事業部・物販事業部・文化事業部のブランド価値の更なる向上と競

争力強化を図るため、計画的に設備投資を実施し、各店の設備の改善・充実をしておりま
す。
当事業年度の設備投資額は、総額157百万円でありました。その主要なものは、既存店

に対する老朽設備の更新等であります。
重要な設備の売却はありません。
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④ 資金調達の状況
新型コロナウイルス感染症の事業への影響懸念から、安定した資金調達を確保すること

を目的に、2022年４月に取引金融機関４行と総額3,900百万円の機動的な資金調達が可
能となるコミットメントライン契約を締結及び更新いたしました。なお、当該契約におい
て、当事業年度末までに1,320百万円の借入を実行しております。

（2）財産及び損益の状況

区 分 第38期
（2020年３月期）

第39期
（2021年３月期）

第40期
（2022年３月期）

第41期
（2023年３月期）

売 上 高（千円） 13,288,939 8,575,073 9,815,023 12,652,433
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 (△) （千円） △283,424 △1,157,989 △477,703 852,697
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 (△) （千円） △495,722 △1,677,351 △869,298 918,253

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) （円） △94.70 △320.43 △165.81 163.82

総 資 産（千円） 10,905,764 10,240,387 10,981,056 11,256,451

純 資 産（千円） 4,527,477 2,862,564 2,984,500 3,900,051

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 860.44 542.39 532.23 695.57

（注）1.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第40期の期首から適用して
おり、第40期以降に係る財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載して
います。

2.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は期中平均発行済株式総数に基づき、１株当たり純資産額
は期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお発行済株式総数につきましては、自己株式数を控除
した株式数により算出しております。

（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。
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（4）対処すべき課題
文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものでありま

す。
① 経営方針
当社は企業理念として、基本理念「利は人の喜びの陰にあり」、経営精神「当社にかかわ

るすべての人々を大切にし、そしてそのすべての人々により大切にされる企業でありたい」、
店舗理念「100年続く店づくり」を掲げております。ステークホルダーの皆様を大切にし、
そして大切にされる企業になることこそ100年続く企業への道筋であると考え、全従業員が
この理念を共通の指針として行動し、当社の事業活動を通して多くの方に喜び、感動、豊か
さ、絆、和みなどをご提供して社会に貢献できることを第一義に、魅力ある企業をつくりあ
げてまいります。

② 経営環境
2020年以来、わが国の経済は新型コロナウイルス感染症の影響で厳しい経営環境が続い

たものの、当事業年度に入り、同感染症への行動制限の緩和が進み、経済活動は正常化に向
けた動きがみられました。当社が属する外食産業においても、行動制限の緩和や2022年10
月からの全国旅行支援の再開、海外からの入国制限の緩和を後押しにより回復基調に転じ、
当社も当事業年度は前年比で増収増益となり、黒字化いたしました。
今後については、2023年5月の新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけの変更

に伴い、感染動向による行動規制がなくなることで正常化に向けた動きは加速すると思われ
ます。また、国際的な人の往来についても、水際措置の終了により回復が見込まれ、インバ
ウンド消費を含む国内消費の活性化が期待されます。
一方で、ウィズコロナ社会は我々の生活に大きな変化をもたらしており、食に対する人々

のニーズの多様化も進行しております。今後、この変化が常態化していくことが想定され、
当社もお客様や社会ニーズの変化への柔軟な対応が求められて行くと思われます。さらに
は、地政学リスクに端を発した原油・原材料価格の高騰や業界全体の慢性的な人材不足、消
費者の安全・安心への関心の高まり等、企業経営に大きな影響を与えかねない課題も山積し
ており、経営環境は厳しい状況が続くものと思われます。

③ 中期経営戦略と対処すべき課題
当社は、既存事業の安定した収益基盤のもとで新規事業を創出、発展させていくという方

針を掲げており、「食」に関わる企業として日本の食文化の発展に貢献できる、収益性と成
長性を兼ね備えた企業を目指しております。その実現のためにも、新型コロナウイルス感染
症の影響を受けた当社事業を回復軌道に戻し、その後の成長戦略に繋げていくための取り組
みを推し進めることは喫緊の課題であります。
また、人材の確保・育成も重要課題となっております。当社は、コロナ前まで「商圏1万

キロ」をスローガンに掲げて事業の成長促進を図っており、この10年でレストランを国内に
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４店舗、海外に２店舗、洋菓子店を６店舗(*1)出店しております。この結果、当社ブランド
の認知度は格段に広がり、収益力も向上しました。一方で、人材育成のスピードと成長スピ
ードのバランスにずれがみられるようになっており、この状況が続くと１店舗あたりの人員
数の減少と中核人材の希薄化が当社の成長の妨げとなる可能性があります。当社店舗のブラ
ンドの支柱は、人の温もりが感じられる「おもてなし」にあり、同業他社と比較しても人が
担う割合は大きく、アフターコロナ後の成長戦略を見据えた時には、企業風土にあった人材
を確保し、そしてその人材の定着と能力の底上げを行うことも重要な課題であると考えま
す。
そこで、当社は2023年３月期からの３年間を「収益力、成長力向上に向けた事業基盤の

構築期」と定め、「人材力の強化」「収益基盤の強化」「財務基盤の強化」の３つの重点課題
に取り組んでおります。
(*1) 洋菓子店６店舗のうち『アトリエうかい 阪急うめだ本店』は、2022年３月31日をもって契約満了により

閉店いたしました。

＜具体的な取り組み＞
(人材力の強化)
・ 定期採用と中途採用を組み合わせた積極的な人材の確保
・ 個々のレベルに合わせた教育・研修の実施と現場のOJTによる機動的且つ柔軟な発想

力を兼ね備えた人材の育成
・ 海外派遣やイベント・企画への積極的登用等、学びの機会創出による能力の底上げ
・ 従業員一人ひとりが未来のビジョンを描ける評価制度の再構築
・ 働きやすい職場環境の維持改善

(収益基盤の強化)
・ QSCH（クオリティ・サービス・清潔さ・ホスピタリティ）の研鑽による高付加価値

化の実現と適正価格の見直し
・ 快適な空間提供のための既存設備の更新
・ 経費のスリム化
・ ブランドポートフォリオの再構築
・ 収益貢献の高い新たな事業の創出

(財務基盤の強化)
・ 収益基盤の強化による安定した利益の確保
・ 急激な資金需要や不測の事態に備えた手元流動性の確保策の立案・実行
・ 財務基盤強化に資する資金調達手段の検討

④ 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等
当社は、目標とする経営指標に自己資本利益率（ROE）、売上高営業利益率、売上高成長
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率を設定し、効率的な経営に努めてまいります。今後も国内外食業界の動向を勘案し、業界
平均を上回る成長及び収益性の実現とその改善に向けた成長性・収益性の強化、資産の効率
的活用に努めてまいります。

今後とも、株主の皆様のご期待に応えられるよう努力してまいりますので、株主の皆様に
おかれましては、一層のご支援、ご指導を賜りますようお願い申しあげます。
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（5）主要な事業内容（2023年３月31日現在）
① レストラン事業部

飲食店の経営
② 物販事業部

物販商品の開発・製造及び販売
③ 文化事業部

文化事業（美術館）の運営

（6）主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）
本社 東京都八王子市
うかい鳥山 東京都八王子市
うかい竹亭 東京都八王子市
とうふ屋うかい 大和田店 東京都八王子市
とうふ屋うかい 鷺沼店 神奈川県川崎市宮前区
東京 芝 とうふ屋うかい 東京都港区芝公園
銀座 kappou ukai 肉匠 東京都中央区銀座
六本木 kappou ukai 東京都港区六本木
八王子うかい亭 東京都八王子市
横浜うかい亭 神奈川県大和市
銀座うかい亭 東京都中央区銀座
あざみ野うかい亭 神奈川県横浜市青葉区
表参道うかい亭 東京都渋谷区神宮前
グリルうかい 丸の内店 東京都千代田区丸の内
ル･プーレ ブラッスリーうかい 東京都千代田区大手町
六本木うかい亭 東京都港区六本木
アトリエうかい たまプラーザ 神奈川県横浜市青葉区
アトリエうかい エキュート品川 東京都港区高輪
アトリエうかい トリエ京王調布 東京都調布市
アトリエうかい 髙島屋京都店 京都府京都市下京区
アトリエうかい 髙島屋大阪店 大阪府大阪市中央区
アトリエうかい 八王子工房 東京都八王子市
箱根ガラスの森 神奈川県足柄下郡箱根町

（注）2022年５月２日付で『アトリエうかい 髙島屋大阪店』を出店いたしました。
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（7）使用人の状況（2023年３月31日現在）
当社の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数

レ ス ト ラ ン 事 業 部 457（177）名

物 販 事 業 部 82（ 58）名

文 化 事 業 部 51（ 15）名

全 社 （共 通） 49（ 5）名

合 計 639（ 255）名

（注）1. 使用人数は就業員数（他社からの出向者2名を除く）であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平
均人員を外数で記載しております。

2. 全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門等に所属している
ものであります。

使 用 人 数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

639（255）名 36.3歳 7.9年

（注）使用人数は就業員数（他社からの出向者２名を除く）であり、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均
人員を外数で記載しております。

（8）主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額 （千円）

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 523,620

株式会社商工組合中央金庫 480,000

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 476,980

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 394,455

株 式 会 社 横 浜 銀 行 379,000

株 式 会 社 群 馬 銀 行 185,760
（注） 当社は、主要取引金融機関４行と総額3,900,000千円のコミットメントライン契約を締結しており、借入

先からの借入額には当該契約に基づく借入実行残高1,320,000千円が含まれております。

（9）その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の現況
（1）株式の状況（2023年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 18,240,000株

② 発行済株式の総数 5,606,540株

③ 株主数 4,372名

④ 大株主（上位10名）
株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

一 般 社 団 法 人 鵜 飼 家 持 株 会 1,362 24.29

京 王 電 鉄 株 式 会 社 769 13.72

キ ッ コ ー マ ン 株 式 会 社 498 8.89

株 式 会 社 青 山 財 産 ネ ッ ト ワ ー ク ス 200 3.56

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100 1.78

株 式 会 社 群 馬 銀 行 72 1.28

多 摩 信 用 金 庫 70 1.26

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 40 0.71

エ ノ テ カ 株 式 会 社 30 0.53

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 28 0.51

（注）1. 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
2. 当社は、自己株式1,320株を保有しております。
3. 持株比率は、発行済株式の総数から自己株式を控除し、小数点第3位以下を切り捨てて表示しておりま

す。
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（2）新株予約権等の状況
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（2023年３月31日現在）
発 行 決 議 日 2007年６月28日

新 株 予 約 権 の 数 7個

目 的 と な る 株 式 の 数 700株

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新 株 予 約 権 の 発 行 価 額 無償

新 株 予 約 権 の 行 使 時 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 100円
（１株当たり 1円）

権 利 行 使 期 間 2007年７月23日から
2037年７月19日まで

行 使 の 条 件

①新株予約権者は、上記の権利行使期間内において、原則として当社
の取締役の地位を喪失したときに限り、新株予約権を行使できるも
のとする。
ただしこの場合、新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した
日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から当該権利行使開
始日より10日を経過する日（ただし、当該日が営業日でない場合
には、前営業日）までの間に限り、新株予約権を行使することがで
きる。

②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権者の配偶
者、子、一親等の直系尊属に限る。）は、新株予約権者が死亡した
日の翌日から３ヶ月を経過する日までの間に限り、新株予約権を行
使することができる。

役 員 （取 締 役） の 保 有 状 況 １名（7個）

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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（3）会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2023年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 紺 野 俊 也

取 締 役 峰 尾 亨 専務執行役員 文化事業部担当 兼 渉外担当

取 締 役 松 崎 城 康 常務執行役員 統括本部長

取 締 役 渡 辺 登 美 男 執行役員 物販事業部長 兼 食品開発・製造部担当

取 締 役 笹 野 雄 一 郎 執行役員 レストラン事業部長

取 締 役 齋 藤 寿 美 子 執行役員 経営企画室長

取 締 役 吉 田 光 男

取 締 役 永 田 正 ウエルシアホールディングス株式会社 社外取締役
京王電鉄株式会社 相談役

常 勤 監 査 役 佐 藤 喜 彦

監 査 役 西 牧 良 悦 税理士
株式会社昭和システムエンジニアリング 社外監査役

監 査 役 三 上 安 雄 弁護士
ひかり協同法律事務所代表パートナー

（注）1. 2022年６月24日開催の第40回定時株主総会において、永田正氏が取締役に新たに選任され、就任いた
しました。

2. 取締役吉田光男氏及び永田正氏は、社外取締役であります。
3. 取締役永田正氏は、2022年６月29日付で京王電鉄株式会社の代表取締役会長を任期満了により退任し、

同社相談役に就任しております。
4. 監査役久保田勇一氏は、2022年11月13日逝去により監査役を退任いたしました。これに伴い、補欠監

査役の三上安雄氏が同年11月21日付で監査役に就任いたしました。
5. 常勤監査役佐藤喜彦氏、監査役西牧良悦氏及び三上安雄氏は、社外監査役であります。
6. 常勤監査役佐藤喜彦氏は、他社で長年にわたり財務部門に従事あるいは管掌した経験を有しており、財

務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
監査役西牧良悦氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており
ます。

7. 当事業年度中に以下の取締役の担当の異動がありました。

氏 名 新 旧 異 動 日

峰 尾 亨 取締役 専務執行役員
文化事業部担当 兼 渉外担当

常務取締役 執行役員
管理本部長 兼 文化事業部長 2022年６月24日

松 崎 城 康 取締役 常務執行役員
統括本部長

取締役 執行役員
企画推進部長 2022年６月24日

渡 辺 登 美 男
取締役 執行役員
物販事業部長 兼 食品開発・製
造部担当

取締役 執行役員
物販事業部長 兼 品質管理室長 2022年６月24日

笹 野 雄 一 郎 取締役 執行役員
レストラン事業部長

取締役 執行役員
飲食事業部長 2022年６月24日
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② 当事業年度中に退任した取締役及び監査役
退任時の会社に
お け る 地 位 氏 名 退任時の担当及び重要な兼職の状況 退 任 日

取 締 役 会 長 鵜 飼 正 紀 2022年６月24日

取 締 役 渡 邊 啓 司

株式会社朝日工業社 社外取締役
株式会社青山財産ネットワークス
社外取締役
SBIインシュアランスグループ株式会社
社外取締役
北越コーポレーション株式会社
社外監査役

2022年６月24日

監 査 役 久 保 田 勇 一 2022年11月13日

（注）1. 鵜飼正紀氏、渡邊啓司氏は、2022年６月24日開催の第40回定時株主総会終結の時をもって、任期満了
により取締役を退任いたしました。

2. 久保田勇一氏は、2022年11月13日逝去により監査役を退任いたしました。

③ 独立役員に関する事項
当社は、取締役吉田光男氏、永田正氏、常勤監査役佐藤喜彦氏及び監査役三上安雄氏を

東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

④ 責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任

限度額としております。

⑤ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、役員が職務の遂行にあたり、全ての取締役及び監査役を被保険者として、役員

等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しております。
保険料は当社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
当該保険契約では、被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は

該当責任の追及にかかる請求を受けることによって生ずることのある損害について、補填
することとされております。ただし故意又は重過失に起因して生じた損害は補填されない
など、一定の免責事由があります。
なお当該保険契約が更新された場合、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償

責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）に該当します。

― 19 ―

2023年05月23日 11時54分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



⑥ 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
イ．取締役及び監査役の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、当社の業績と企業価値の中長期的な向上を実現し、株主の負託に応えるべく、
当社の業績、経営環境等を考慮のうえ、担当職務、貢献度、各役員の役位等を総合的に勘
案し、適切な水準で決定することを基本方針として、2021年６月25日開催の取締役会に
て、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という。）を決議し
ております。
社内取締役の基本報酬等は、役位、職務、貢献度、在任年数等に応じた月例の固定報酬

と当社の業績、各取締役の担当職務の内容等を考慮した事業年度末の賞与で構成し、他社
水準、当社の業績、従業員給与の水準も考慮しながら、総合的に勘案して決定するものと
しております。社外取締役の報酬等は、経営への監督機能を有効に機能させるため、月例
の固定報酬のみとしております。また、取締役の報酬等の内容の決定方法は、取締役会に
おいて報酬限度額内の範囲内で総額を決議し、個人配分は代表取締役社長が担当職務、貢
献度、各役員の役位等を総合的に勘案し、決定しております。
監査役の報酬は、経営に対する独立性、客観性を重視する視点から固定報酬のみで構成

し、各監査役の報酬額は、監査役会において報酬限度額内の範囲内で個人配分を決議して
おります。

ロ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
当社取締役の金銭報酬の額は、2006年２月22日開催の臨時株主総会において年額３億

80百万円以内（ただし使用人給与は含まない。当該定めに係る取締役の員数10名）と決
議されております。
監査役の金銭報酬の額は、1991年10月５日開催の第９回定時株主総会において年額25

百万円以内（当該定めに係る監査役の員数２名）と決議しております。

ハ．取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社では、取締役会において役員報酬の総額を決議し、また代表取締役社長に個人別の

報酬等の内容の決定を委任する旨の決議を行い、代表取締役社長である紺野俊也が取締役
の個人別の報酬額の具体的内容を決定しております。
その権限の内容は各取締役の基本報酬の額及び賞与の評価配分としております。これら

の権限を委任した理由は、当社を取り巻く環境や経営状況等を最も熟知し、総合的に役員
の報酬額を決定できると判断したためであります。取締役会は当該権限が代表取締役社長
によって適切に行使されるよう役員報酬の総額の決議、報酬支給額の確認及び助言を行
い、代表取締役社長はそれらを受け、取締役の個人別の報酬額の決定を行っていることか
ら、取締役会はその内容が決定方針にそうものであると判断しております。なお役員の報
酬等の額又はその算定方法の決定方針については、今後も決定手続き等に関して透明性の
ある当社にあった役員報酬制度となるよう、引き続き検討していく所存です。
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ニ．取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(人)固定報酬 業績連動報酬 非金銭報酬
取締役
(うち社外取締役)

123,750
(7,250)

123,750
(7,250) － － 10

(3)
監査役
(うち社外監査役)

12,282
(10,482)

12,282
(10,482) － － 4

(3)
合計
(うち社外役員）

136,032
(17,732)

136,032
(17,732) － － 14

(6)
（注）1. 取締役の報酬限度額は、2006年２月22日開催の臨時株主総会において年額３億80百万円以内（ただ

し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいており、取締役会において報酬限度額内の範囲内で総額
を決議し、個人配分は代表取締役社長の紺野俊也が担当職務、貢献度、各役員の役位等を総合的に勘案
し、決定しております。

2. 上記の取締役の支給人員には、2022年６月24日開催の第40回定時株主総会の終結の時をもって退任し
た取締役２名、また同年11月13日逝去により退任した監査役１名を含んでおります。

3. 当事業年度末現在の人数は、取締役８名（うち社外取締役２名）、監査役３名（うち社外監査役３名）で
あります。

ホ．業績連動報酬に関する事項
当社は、業績連動報酬の支給をしておりません。

ヘ．非金銭報酬の内容
当社は、非金銭報酬の支給をしておりません。

⑦ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の社外役員の兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係
区分 氏 名 兼職先 兼職内容 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 永 田 正
京王電鉄株式会社 相談役

当社の主要株主であり、取引
関係がありますが、その取引
額は僅少であります。

ウエルシアホールディン
グス株式会社 社外取締役 当社との間に特別の関係はあ

りません。

監 査 役 西 牧 良 悦 株式会社昭和システムエ
ンジニアリング 社外監査役 当社との間に特別の関係はあ

りません。

監 査 役 三 上 安 雄 ひかり協同法律事務所 代表パートナー 当社との間に特別の関係はあ
りません。

（注）取締役永田正氏は、2022年６月29日付で京王電鉄株式会社の代表取締役会長を任期満了により退任し、同
社相談役に就任しております。
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ロ．当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 当社での主な活動状況

社 外 取 締 役 吉 田 光 男

当事業年度において開催された取締役会８回中８回に出席いた
しました。長年にわたり経営の第一線に携わっており、企業経
営に関する豊富な経験と幅広い知見を活かし、出席した取締役
会において、付議案件の審議や当社企業価値の向上に資する発
言を適宜行っています。

社 外 取 締 役 永 田 正

2022年６月24日就任以降開催された取締役会５回中５回に出
席いたしました。長年にわたり経営の第一線に携わっており、
企業経営者としての豊富な業務経験と会社経営全般に関する幅
広い知見を活かし、出席した取締役会において、付議案件の審
議や当社企業価値の向上に資する発言を適宜行っています。

社 外 監 査 役 佐 藤 喜 彦

当事業年度において開催された取締役会８回中８回に出席し、
監査役会８回中８回に出席いたしました。他社で長年にわたり
財務部門に従事あるいは管掌した経験から経営管理の専門的な
知見を有しており、職歴、経験、知識等を活かし、取締役会に
おいて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言を行っております。また監査役会において、監査結果に
ついての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行ってお
ります。

社 外 監 査 役 西 牧 良 悦

当事業年度において開催された取締役会８回中８回に出席し、
監査役会８回中８回に出席いたしました。税理士として専門的
見地から取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適
正性を確保するための発言を行っております。また監査役会に
おいて、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項
の協議等を行っております。

社 外 監 査 役 三 上 安 雄

2022年11月21日就任以降開催された取締役会２回中２回に出
席し、監査役会２回中２回に出席いたしました。弁護士として
専門的見地から取締役会において、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っております。また監査
役会において、監査結果についての意見交換、監査に関する重
要事項の協議等を行っております。
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（4）会計監査人の状況
① 名称 ＰｗＣあらた有限責任監査法人
② 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,600千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,600千円

（注）1. 当監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査計画
における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの
妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査
報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報
酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要があると判断

した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定
に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきま
して、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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（5）業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業

務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役会は、現在８名（社外取締役２名を含む）で構成されており、取締役会規程に定
められた事項の決議及び報告を行い、迅速かつ的確な経営判断を行うため、定時取締役
会は四半期に１度、年度末及び株主総会後に開催し、臨時取締役会は必要に応じて開催
する。

・取締役会は、予算管理規程に基づき、経営方針を踏まえた経営計画を定め達成すべき目
標を明確化するとともに、これに基づく本社及び事業所等の年度計画を策定し、業績管
理を実施する。また、中期事業計画を策定し、これに基づく事業分野ごとの業績目標、
予算を設定する。さらに、その達成に向けて各担当取締役に職務を遂行させ、その結果
を管理、評価する。

・経営会議は、毎月１回開催する。ただし、必要がある場合は、随時開催するものとし、
取締役会の定める経営方針に基づいて、社長が業務を執行するにあたり、経営に関する
重要事項を協議する。
付議及び協議事項は、次のとおりとする。
１ 取締役会の招集及び提出議案に関する事項
２ 取締役会で決定された経営方針に基づく全般的執行方針に関する事項
３ 経営管理全般の統制に関する事項
４ 毎期の予算の決定及び修正に関する事項
５ 重要な開発、研究に関する事項
６ 職制ないし機構の新設、変更に関する事項
７ 重要な規程の制定、改廃に関する事項
８ 取締役会で決定された基本方針に従って行う個別的執行方針に関する事項
９ 前各号のほか、会社全般に影響を及ぼす重要事項で、経営会議において必要と認

めた事項
・全社管理職会議は、これを原則として ３ヶ月に１回開催するものとし、その他必要に
応じて開催する場合がある。各店舗の経営、営業及びその他業務について報告し、それ
らについて分析し、対策を検討の上、報告書にまとめ、関連部署に回覧する。

・組織、職制、指揮命令系統、業務分掌規程に従った会社組織を制定し、職務権限規程に
基づく職務執行上の責任体制を確立することにより、職務の効率的な執行を図る。

・内部監査室は、事業活動の効率性及び有効性について監査を行う。主管部署及び監査を
受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、連携してその対策を講ずる。
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役の職務の執行に係る情報は、文書化（電磁的記録を含む）の上、経営判断等に用
いた関連資料とともに保存する。当該文書管理に関する主管部署を置き、管理対象文書
とその保管部署、保存期間及び管理方法等を規程に定める。

・文書管理規程、機密管理規程及び個人情報保護規程を定め、情報の保存及び管理に関す
る基本的事項を明確にし、適切かつ厳重に管理する。

・基幹システムをはじめとするIT（情報技術）環境の適切な整備、業務プロセスのIT化を
通じて、ITの適切な管理、統制を実現することにより、経営に必要な情報を保存及び管
理する体制を構築する。

・情報セキュリティについては、「情報セキュリティ基本規程」に基づき、情報セキュリ
ティに関する責任体制を明確にし、情報セキュリティの維持・向上のための施策を継続
的に実施する情報セキュリティ・マネジメント・システムを確立する。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・リスク管理規程等のリスクに関連する諸規程を定め、危機管理に関する基本的事項を明
確にする。

・経営戦略上のリスクについては、必要に応じ取締役会で審議し、リスクの最小化を図
る。

・業務運営上のリスクについては、リスク管理委員会を設置し、専門部会として経営リス
ク分科会、労務・安全衛生分科会、コンプライアンス分科会、防災リスク分科会、環境
リスク分科会、品質管理分科会、情報システム分科会、雇用・人事リスク分科会の８つ
の分科会を設置する。各分科会で審議し経営企画室が統括することにより、リスクの予
防及び抑制を図り、リスクが発生した場合の危機管理を行う体制とする。

・各事業所においては、担当事業に関するリスクの把握に努め、発生したリスクの低減、
再発防止に取り組み、必要に応じて取締役会での審議及び検討を行う。

・内部監査室は、リスク管理体制及びリスク管理の実施状況について監査を行う。主管部
署及び監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、すみやかにその対策を
講ずる。

④ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観をもって事業活動を行う企業風土を
構築するため経営理念、企業倫理規程を定め、会社全体として適用される行動規範を定
める。

・リスク管理規程、コンプライアンスマニュアルを定め、法令及び定款への遵守に関する
基本的事項を明確にする。

・法令及び定款の遵守体制の実効性を確保するため、コンプライアンス分科会を設置し、
担当役員は取締役及び使用人の法令遵守意識の定着と運用の徹底を図るための必要な諸
活動を推進し、管理する。

・内部監査室は、法令及び定款の遵守体制の有効性について監査を行う。主管部署及び監
査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、すみやかにその対策を講ずる。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項

・監査機能の充実のために、監査役会からの要請に応じて、監査役の業務補助のためスタ
ッフを置くこととする。
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⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する監査役
の指示の実効性の確保に関する事項

・監査役の職務を補助する使用人は、監査役の指示に従って、その監査職務の補助を行う
ものとし、取締役からの指揮命令、制約を受けないものとする。

・当該使用人の人事異動及び人事評価においては、監査役会の同意を得ることとして、独
立性の確保を図ることとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制

・取締役及び使用人は、法定事項の他、経営、業績に影響を及ぼす重要な事項、内部監査
室の活動概要、内部統制に関する活動概要の状況を監査役に報告する。

・監査役と代表取締役、取締役との連絡会を定期的に開催し、監査が実効的に行われるこ
とを確保するための体制を整備する。また、代表取締役等は、コンプライアンス上問題
のある事項、法令及び定款に違反するおそれのある事項及び当社に著しい損害を及ぼす
おそれのある事項等が発生した場合は、これらを直ちに監査役及び監査役会に報告す
る。

・監査役に報告した者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
とする。

⑧ 監査役職務の執行について生ずる費用等の処理に関する事項
・監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続き、その他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理等所要の費用の請求を受けた時は、監査役の執
行に明らかに必要ないと認められる場合を除き、その費用を負担する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役は、内部監査室及び会計監査人との十分な連携を図る。監査役及び監査役会が必
要に応じて取締役等に問題提起できるよう、監査役は取締役会に出席するほか、常勤監
査役は重要な意思決定過程及び業務の執行状況を把握するための全社管理職会議等の重
要会議に出席する。

・監査役は、会計監査人が把握した内部統制システムの状況、リスク評価及び監査重点項
目等について、情報や意見を交換するなどして緊密な連携を図り、効率的な監査を実施
する。
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⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
・経理規程類を整備するとともに、「財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況の評価
に関する基本方針書」を定め、財務報告の信頼性を確保する。

・仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、不備があれば必要な是正措置を行い、
金融商品取引法及びその他関連法令等に対する適合性を確保する。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
・当社は、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは断固とした姿
勢で臨むことを「企業倫理規程」に定め、関係排除に取り組む。

・反社会的勢力に対しては、業界、地域社会と協力し、また、警察、顧問弁護士等の関係
機関と緊密に連携し、毅然とした態度で組織的に対応する。
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（業務の適正を確保するための体制の運用状況）
当社では、「内部統制システムの構築に関する基本方針」に基づき、企業集団の業務の適

正を確保するための体制整備とその適切な運用に努めており、当事業年度における運用状況
の概要は以下のとおりであります。当社の取締役会は、当事業年度において８回開催され取
締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるために、
当社と利害関係を有しない社外取締役が出席しました。その他監査役会は８回、全社管理職
会議は３回、他に課題別の個別会議が複数回開催されました。また、衛生委員会は12回実施
されました。
監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、監査役会を８回開催し監査役間の情報共有

に基づき会社の状況を把握し、必要な場合は提言の取りまとめを行いました。さらに、取締
役会に出席し取締役及び使用人と対話を行い、また、内部監査室、会計監査人と連携し、取
締役及び使用人の職務の執行状況を監査しました。
常勤監査役は、日常的な対話により取締役及び使用人の職務の執行状況を監査するととも

に、管理部、経営企画室、内部監査室、人事企画室、品質管理室の各管理職と個別に会議を
行い、会社内の課題について意見交換を行いました。
内部監査室は、期初に策定した内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状況、事

業活動の効率性及び有効性について内部監査を実施し、その結果及び改善状況を代表取締役
及び監査役に報告しました。また、金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の整
備及び運用状況の評価」を実施しました。
当社の内部通報制度である「ホットライン」については、人事企画室から全従業員に対し

継続して周知しています。さらに、内部監査室にて整備状況、運用状況の有効性について評
価を実施し、その結果及び改善状況を代表取締役及び監査役に報告しました。また、取締役
会において、代表取締役から内部監査の報告を行っています。

（6）会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につ

いては、特に定めておりません。
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貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 3,658,143 流 動 負 債 5,468,069

現 金 及 び 預 金 2,289,294 買 掛 金 320,596
売 掛 金 725,257 短 期 借 入 金 3,495,000
商 品 及 び 製 品 170,148 １年内返済予定の長期借入金 180,220
仕 掛 品 22,015 リ ー ス 債 務 19,495
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 292,921 未 払 金 255,354
前 払 費 用 104,263 未 払 費 用 303,566
そ の 他 54,314 未 払 法 人 税 等 16,929
貸 倒 引 当 金 △73 未 払 消 費 税 等 264,027

固 定 資 産 7,598,308 契 約 負 債 147,109
有 形 固 定 資 産 5,793,652 預 り 金 51,516
建 物 2,151,517 賞 与 引 当 金 112,228
構 築 物 128,237 短 期 預 り 保 証 金 302,010
車 両 運 搬 具 0 そ の 他 16
器 具 及 び 備 品 215,070 固 定 負 債 1,888,330
土 地 2,187,591 長 期 借 入 金 576,595
リ ー ス 資 産 13,989 リ ー ス 債 務 9,795
美 術 骨 董 品 1,097,245 退 職 給 付 引 当 金 1,086,385
無 形 固 定 資 産 64,997 資 産 除 去 債 務 215,555
借 地 権 7,569 負 債 合 計 7,356,400
ソ フ ト ウ ェ ア 38,187 純 資 産 の 部
電 話 加 入 権 3,123 株 主 資 本 3,887,176
リ ー ス 資 産 16,116 資 本 金 100,000
投 資 そ の 他 の 資 産 1,739,657 資 本 剰 余 金 2,871,861
投 資 有 価 証 券 83,467 資 本 準 備 金 2,353,137
出 資 金 250 そ の 他 資 本 剰 余 金 518,723
長 期 前 払 費 用 7,024 利 益 剰 余 金 918,253
繰 延 税 金 資 産 570,973 そ の 他 利 益 剰 余 金 918,253
敷 金 及 び 保 証 金 1,075,750 繰 越 利 益 剰 余 金 918,253
そ の 他 2,192 自 己 株 式 △2,938

評 価 ・ 換 算 差 額 等 11,640
その他有価証券評価差額金 11,640

新 株 予 約 権 1,234
純 資 産 合 計 3,900,051

資 産 合 計 11,256,451 負 債 及 び 純 資 産 合 計 11,256,451
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損 益 計 算 書
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 12,652,433
売 上 原 価 5,668,181

売 上 総 利 益 6,984,252

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,220,723

営 業 利 益 763,528

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,031

助 成 金 収 入 106,032

そ の 他 33,410 144,473

営 業 外 費 用

支 払 利 息 40,992

そ の 他 14,312 55,305

経 常 利 益 852,697
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,309

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,762 5,072

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 12,848

減 損 損 失 9,764

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,999 27,612

税 引 前 当 期 純 利 益 830,157

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 16,929

法 人 税 等 調 整 額 △105,025 △88,095

当 期 純 利 益 918,253
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株主資本等変動計算書
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金 繰 越 利 益
剰 余 金

2022 年 ４ 月 １ 日
残 高 1,807,732 2,353,137 293,695 2,646,833 64,400 900,000 △2,447,104

当 期 変 動 額
減 資 △1,707,732 1,707,732 1,707,732
欠 損 填 補 △1,482,704 △1,482,704 △64,400 △900,000 2,447,104
当 期 純 利 益 918,253
自己株式の取得
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計△1,707,732 ー 225,028 225,028 △64,400 △900,000 3,365,357
2023 年３月 31日
残 高 100,000 2,353,137 518,723 2,871,861 ー－ ー 918,253

株 主 資 本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
利益剰余金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計利益剰余金

合 計

2022 年 ４ 月 １ 日
残 高△1,482,704 △2,812 2,969,048 14,218 14,218 1,234 2,984,500

当 期 変 動 額
減 資
欠 損 填 補 1,482,704
当 期 純 利 益 918,253 918,253 918,253
自己株式の取得 △125 △125 △125
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △2,577 △2,577 △2,577

当 期 変 動 額 合 計 2,400,957 △125 918,127 △2,577 △2,577 ー 915,550
2023 年３月 31日
残 高 918,253 △2,938 3,887,176 11,640 11,640 1,234 3,900,051
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個別注記表
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
①商品
・レストラン事業部及び物販事業部
先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

・文化事業部
移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

②仕掛品
先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

③原材料
先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

④貯蔵品
最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

・本社、レストラン事業部及び物販事業部
定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっておりま
す。

・文化事業部
定額法

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
①借地権
存続期間を償却年数とする定額法

②自社利用のソフトウェア
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

（3）リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（4）長期前払費用
定額法

3．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度
の負担額を計上しております。

（3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、その発生時に費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用処理しております。

4．収益及び費用の計上基準
（1）飲食、商品販売、美術館入館料に係る収益

当社は、飲食店の経営、物販商品の製造販売、及び文化事業（美術館）の運営を主な事
業としております。これらの収益は、飲食、入館等のサービスを提供した時点及び商品
を顧客に引き渡した時点において顧客に支配が移転し履行義務が充足されると判断して
おり、当該サービスの提供及び商品を引き渡した時点で収益を認識しております。取引
の対価は、概ね２ヶ月以内に受領しております。

（2）商品券に係る収益
当社の各店舗で利用可能な商品券を顧客に販売した時点において履行義務として識別
し、顧客が商品券を使用した時点で収益を認識しております。

（3）その他
顧客からの飲食代金等の事前入金された時点において履行義務として識別し、当該飲食
等のサービスを提供した時点及び商品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しておりま
す。
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【会計上の見積りに関する注記】
1．固定資産の減損
(1)当事業年度に計上した金額

有形固定資産 5,793,652千円
無形固定資産 64,997千円
減損損失 9,764千円

(2)その他見積りの内容に関する情報
①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主に各店舗を基本単位とし、
資産のグルーピングを行い減損の兆候の判定を行っております。減損の兆候がある資産グ
ループについて、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が
これらの帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。回
収可能価額は使用価値により測定しております。
将来キャッシュ・フローは、過去の実績と外部環境を反映して作成され、取締役会で承

認された３年間の事業計画を基礎とし、４年目以降は３年目と概ね同水準としておりま
す。
使用価値は将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスのため回収可能価額を

零としております。

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
店舗ごとの規模や立地環境での過年度における実績を踏まえた事業計画を基礎としてお

ります。事業計画の考え方については以下のとおりとなります。
翌事業年度以降の事業計画においては、新型コロナウイルス感染症による行動規制等の

制限はなく、社会・経済活動は正常化していくものと想定しております。
レストラン事業部の売上高について、翌事業年度以降の来客数は、当事業年度から徐々

に増加するものの、新型コロナウイルス感染症流行前の水準までには回復しないと見込ん
でおります。一方、客単価は料理・サービスの価値を向上させることに加え、原材料の高
騰を踏まえた価格設定に見直すことによる上昇を見込んでおります。
物販事業部の売上高については、ＥＣ販売、催事出店等を継続的に実施し、安定的に推

移するものと見込んでおります。
文化事業部の売上高について、翌事業年度以降の来館者数は、当事業年度から緩やかに

増加するものの、新型コロナウイルス感染症流行前の水準までには回復しないと見込んで
おります。一方、客単価は美術館内におけるレストランにおいてメニュー内容や価格等の
見直しを図ることで上昇を見込んでおります。
人件費全般については、人材力の強化に向けた人員数の増加及び賃金の上昇を鑑み、当

事業年度に対し増加し、経費全般についても、収益に対する変動費の増加、店舗運営にお
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ける経費の抑制を緩和することによる増加等を見込んでおり、当事業年度に対し増加を見
込んだ仮定としております。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
事業計画による将来キャッシュ・フローの見積りに使用した条件及び仮定に変更が生

じ、業績に影響がある場合には、固定資産の減損損失が計上される可能性があります。

2．繰延税金資産の回収可能性
(1)当事業年度に計上した金額

繰延税金資産 570,973千円

(2)その他見積りの内容に関する情報
①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

繰延税金資産の計上にあたり、将来減算一時差異及び繰越欠損金の一部又は全部が将来
課税所得に対して利用できる可能性を考慮しております。繰延税金資産の回収可能性の評
価においては、３年間の事業計画等から予測される将来課税所得を考慮しております。
また、将来の一時差異等加減算前課税所得の見積額による繰延税金資産の回収可能性に

ついては、繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針(企業会計基準適用指針第26号)の
企業の分類に基づき、該当する分類に応じて回収可能性が見込まれる繰延税金資産を計上
しております。

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
将来の課税所得の見積りは、過去の実績と外部環境を反映して作成され、取締役会で承

認された事業計画を基礎としております。
事業計画に基づき当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定につ

いては、前頁の１固定資産の減損(2)その他見積りの内容に関する情報に記載した仮定と同
様になります。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
将来の課税所得の見積りに使用した条件や仮定に変更が生じ、減少した場合には、繰延

税金資産の取り崩しに伴い法人税等調整額が計上される可能性があります。
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【貸借対照表に関する注記】
1. 担保に供している資産

建物 1,184,660千円
土地 1,903,385千円
計 3,088,046千円
上記の資産をコミットメントライン契約に基づく借入金の担保に供しております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 11,300,159千円

3. 当座貸越契約
当社は、安定的かつ効率的な資金調達を行うため、取引金融機関９行と当座貸越契約を

締結しております。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであり
ます。
当座貸越極度額の総額 2,400,000千円
借入実行残高 2,175,000千円
差引未実行残高 225,000千円

4. コミットメントライン契約
当社は、資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関４行とコミットメントライン契

約を締結しております。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりで
あります。
コミットメント極度額 3,900,000千円
借入実行額 1,320,000千円
差引未実行残高 2,580,000千円

【損益計算書に関する注記】
減損損失
当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所
１店舗 建物等 東京都

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主に各店舗を基本単位とし、資
産のグルーピングを行い減損の兆候の判定を行っております。減損の兆候がある資産グルー
プについて、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれら
の帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
として計上しております。
当事業年度の割引前キャッシュ・フロー及び回収可能価額の見積りは、新型コロナウイル

ス感染症の影響について【会計上の見積りに関する注記】に記載した仮定を加味した予測数
値により実施しております。
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その結果、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、収益性の低下により投資
額の回収が見込めない資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別損失に9,764千円計上しております。その内訳は建物9,367千円、
器具及び備品396千円であります。
なお、資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシ

ュ・フローに基づく使用価値がマイナスのため回収可能価額を零としております。

【株主資本等変動計算書に関する注記】
1．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普通株式 5,606,540株 ー株 ー株 5,606,540株

2．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普通株式 1,281株 39株 ー株 1,320株
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加39株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

3．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額等

無配のため、記載すべき事項はありません。

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
は、定時株主総会において次のとおり付議いたします。

2023年６月23日開催予定の第41回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 84,078千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 15円
・基準日 2023年３月31日
・効力発生日 2023年６月26日

4. 当事業年度末日における新株予約権に関する事項

新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

2007年
新株予約権 普 通 株 式 700株 ー株 ー株 700株
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【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （千円）
賞与引当金 38,820
退職給付引当金 375,781
新株予約権 427
借地権 18,309
税務上の繰越欠損金 438,153
減損損失 285,079
資産除去債務 74,560
その他 45,222

繰延税金資産小計 1,276,351
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △348,732
将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △326,393

評価性引当額小計 △675,125
繰延税金資産合計 601,226
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △9,660
資産除去債務に対応する除去費用 △20,593

繰延税金負債合計 △30,253
繰延税金資産純額 570,973

【金融商品に関する注記】
1．金融商品の状況に関する事項

当社は、新規出店や既存店舗の改装等の設備投資計画及び安定した手元資金を確保する
ための資金計画に照らして、必要な資金を銀行借入により調達しております。また、一時
的な余資は短期的な預金等に限定しております。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、業務上の関

係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
敷金及び保証金は、主に店舗の賃貸借契約に伴うものであります。
長期借入金は主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日は決算

日後、最長で15年であります。変動金利の借入金は金利の変動リスクに晒されております。

2．金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等は次表には含めておりません（（注1）を参
照ください。）。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、短期借入金、
未払金、未払費用、預り保証金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること
から、注記を省略しております。
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（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

（1）投資有価証券
その他有価証券 83,467 83,467 ー

（2）敷金及び保証金 1,075,750 1,010,788 △64,962
資産計 1,159,217 1,094,255 △64,962

（1）長期借入金(※1) 756,815 736,495 △20,319
負債計 756,815 736,495 △20,319

（※1）流動負債に含まれている長期借入金を含めております。
（注1）市場価格のない株式等

（単位：千円）
区分 貸借対照表計上額

非上場株式 0
これらについては「その他有価証券」には含めておりません。

3．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。
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（1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券

その他の有価証券
株式 83,467 ー ー 83,467

資産計 83,467 ー ー 83,467

（2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融商品
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金及び保証金 － 1,010,788 ー 1,010,788

資産計 ー 1,010,788 ー 1,010,788
長期借入金 ー 736,495 ー 736,495

負債計 ー 736,495 ー 736,495
(注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。

敷金及び保証金
敷金及び保証金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キ
ャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値
法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割
引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

【収益認識に関する注記】
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
財又はサービスの種類

（単位：千円）
報告セグメント

合 計レストラン
事業部

物販
事業部

文化
事業部

飲食収入 9,726,143 － 164,786 9,890,930
商品売上高 180,979 1,777,854 366,367 2,325,202
入場料等収入 － － 436,301 436,301
顧客との契約から生じる収益 9,907,123 1,777,854 967,454 12,652,433
その他の収益 － － － －
外部顧客への売上高 9,907,123 1,777,854 967,454 12,652,433
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店舗別区分
（単位：千円）

報告セグメント
合 計レストラン

事業部
物販
事業部

文化
事業部

うかい鳥山 912,362 － － 912,362
うかい竹亭 370,645 － － 370,645
とうふ屋うかい大和田店 420,969 － － 420,969
とうふ屋うかい鷺沼店 526,374 － － 526,374
東京芝とうふ屋うかい 2,033,766 － － 2,033,766
銀座 kappou ukai 肉匠 214,729 － － 214,729
六本木 kappou ukai 263,671 － － 263,671
八王子うかい亭 738,269 － － 738,269
横浜うかい亭 959,383 － － 959,383
銀座うかい亭 1,098,519 － － 1,098,519
あざみ野うかい亭 685,355 － － 685,355
表参道うかい亭 789,007 － － 789,007
グリルうかい丸の内店 322,692 － － 322,692
ル・プーレ ブラッスリーうかい 131,346 － － 131,346
六本木うかい亭 350,398 － － 350,398
その他 89,631 － － 89,631
物販事業 － 1,777,854 － 1,777,854
箱根ガラスの森 － － 967,454 967,454
顧客との契約から生じる収益 9,907,123 1,777,854 967,454 12,652,433
その他の収益 － － － －
外部顧客への売上高 9,907,123 1,777,854 967,454 12,652,433
(注)当事業年度より、従来の報告セグメントである「事業本部」「文化事業」から「レストラン事業部」「物販

事業部」「文化事業部」に変更しております。

2．収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

4．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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3．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1)契約資産及び契約負債の残高

（単位：千円）
当事業年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 612,107
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 725,257
契約負債（期首残高） 134,482
契約負債（期末残高） 147,109

（注）顧客との契約から生じた債権には、顧客が支払方法としてクレジット会社等
の第三者による支払を選択した場合の債権額である未収入金を含めておりま
す。

契約負債は、顧客に商品券を販売及び顧客から飲食代金等の事前入金により受け取った
分の前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

(2)残存履行義務に配分した取引価格
当社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。
当該履行義務は、当社が発行した商品券及び飲食代金の事前入金の残存履行義務に配分
した取引価格の総額は147,109千円であり、今後10年の間で収益の認識が見込まれま
す。

【１株当たり情報に関する注記】
1. １株当たり純資産額 695円57銭
2. １株当たり当期純利益 163円82銭

【その他の注記事項】
（資産除去債務関係）
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
1．当該資産除去債務の概要

店舗等の不動産賃貸借契約及び定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。
2．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該契約期間に応じて、7年から40年と見積り、割引率は0.1％から2.3％
を使用して資産除去債務の金額を計算しております。

3．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 212,690千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 ー千円
時の経過による調整額 2,864千円
期末残高 215,555千円
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2023年５月22日
株 式 会 社 う か い
取 締 役 会 御中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 戸 田 栄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 橋 佳 之

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社うかいの2022

年４月１日から2023年３月31日までの第41期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計
算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の
記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記
載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過

程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他
の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し

た場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務

の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書に
おいて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過

程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の
表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第41期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。

― 46 ―

2023年05月23日 11時54分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2023年５月23日
株式会社 うかい 監査役会

常 勤 監 査 役
（社外監査役） 佐 藤 喜 彦 ㊞
監 査 役
（社外監査役） 西 牧 良 悦 ㊞
監 査 役
（社外監査役） 三 上 安 雄 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
第１号議案 剰余金処分の件
当社は、中長期的な配当の継続と財務基盤の健全性の確保とのバランスを勘案し、株主の皆様

へ適正に利益還元することを基本方針としております。
しかしながら、第37期の期末配当実施以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受

け、誠に遺憾ながら無配とさせていただいており、株主の皆様には大変なご迷惑をお掛けしてお
りました。
第41期の期末配当につきましては、業績の改善に一定の成果がみられたことから、将来の事業

展開に必要な内部留保の水準や財務基盤の強化等を総合的に勘案し、以下のとおり復配とさせて
いただきたく存じます。

（1）配当財産の種類
金銭といたします。

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金1５円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当金総額は、84,078,300円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生ずる日
2023年６月26日といたします。
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第２号議案 定款一部変更の件
１．変更の理由

(1)今後の事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）に事業目的を追加
するものであります。

(2)取締役社長になる者を明確にするため、現行定款第23条（役付取締役）に条文を追加
するものであります。

２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

（目的）
第２条 当会社は、下記の事業を営むことを目的と

する。
（１） 料理、飲食店の経営
（２） 旅館業
（３） 食料品の仕入れおよび販売
（４） 不動産の賃貸および管理
（５） 絵画および美術工芸品の輸出入販売
（６） 美術館の経営および美術工芸品の展示場の

企画運営
（７） 宝石、時計、貴金属製品、皮革製品および

装身具の輸出入販売
（８） 損害保険の代理店業務
（９） 生命保険の募集に関する業務
（10） 酒類の仕入れおよび販売
（11） 食品の製造、加工および販売
（12） インターネット等を利用した通信販売
（13） 労働者派遣事業
（14） 職業紹介事業

(新 設)
（15） 前記各号に関連する業務のコンサルティン

グおよび業務受託
（16） 前記各号に付帯する一切の業務

（役付取締役）
第23条 取締役会は、その決議によって取締役会

長、取締役社長を各１名、取締役副社長、
専務取締役および常務取締役各若干名をお
くことができる。

（目的）
第２条 当会社は、下記の事業を営むことを目的と

する。
（１） 料理、飲食店の経営
（２） 旅館業
（３） 食料品の仕入れおよび販売
（４） 不動産の賃貸および管理
（５） 絵画および美術工芸品の輸出入販売
（６） 美術館の経営および美術工芸品の展示場の

企画運営
（７） 宝石、時計、貴金属製品、皮革製品および

装身具の輸出入販売
（８） 損害保険の代理店業務
（９） 生命保険の募集に関する業務
（10） 酒類の仕入れおよび販売
（11） 食品の製造、加工および販売
（12） インターネット等を利用した通信販売
（13） 労働者派遣事業
（14） 職業紹介事業
（15） 古物売買業
（16） 前記各号に関連する業務のコンサルティン

グおよび業務受託
（17） 前記各号に付帯する一切の業務

（役付取締役）
第23条 取締役会は、その決議によって取締役会

長、取締役社長を各１名、取締役副社長、
専務取締役および常務取締役各若干名をお
くことができる。ただし、取締役社長は代
表取締役でなければならない。
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第３号議案 取締役８名選任の件
現任の取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

取締役８名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

１

紺
こ ん の

野 俊 也
と し や

（1964年６月27日生）

1988年11月 レストランパンタグリュエル入社
1991年３月 当社入社
1993年11月 当社横浜うかい亭副料理長
1996年９月 当社横浜うかい亭料理長
2003年３月 当社洋食事業部総料理長
2006年３月 当社執行役員洋食事業部総料理長
2006年７月 当社執行役員洋食事業部副部長
2008年３月 当社執行役員洋食事業部長
2008年６月 当社取締役洋食事業部長
2009年12月 当社取締役洋食事業部長兼営業推進室長
2011年２月 当社常務取締役営業本部長
2012年５月 当社常務取締役営業本部長兼海外戦略室長
2012年11月 当社常務取締役営業本部長
2014年５月 当社常務取締役営業本部長兼営業戦略室長
2014年11月 当社常務取締役営業本部長
2016年２月 当社専務取締役営業本部長
2017年３月 当社専務取締役事業本部長兼経営企画室担当
2020年６月 当社代表取締役専務事業本部長兼経営企画室担当
2021年６月 当社代表取締役社長（現任）

2,800株

（取締役候補者とした理由）
入社以来、飲食事業に従事し、洋食事業部総料理長、洋食事業部長、事業本部長兼経営企画室担当等の

要職を歴任し、2021年６月から代表取締役社長を務めております。これまで培ってきた豊富な業務経験
と企業経営全般に関する知見を活かし、強いリーダーシップをもって当社を牽引しており、会社の持続的
な成長と企業価値向上を実現するための適切な人材であると判断し、引き続き取締役候補者といたしまし
た。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

２

峰
み ね お

尾 亨
とおる

（1956年５月17日生）

1976年６月 ㈱うかい鳥山（現:当社）入社
1996年５月 当社八王子うかい亭店長
2002年６月 当社河口湖オルゴールの森館長
2003年９月 当社銀座うかい亭店長
2005年６月 当社洋食事業統括部長
2005年11月 当社執行役員洋食事業部長
2006年２月 当社取締役
2006年３月 当社常務取締役
2008年３月 当社常務取締役営業推進室長
2009年12月 当社常務取締役経営企画室長
2010年５月 ㈱河口湖うかい取締役
2012年11月 当社常務取締役
2014年５月 当社常務取締役管理本部長
2018年２月 当社常務取締役管理本部長兼文化事業部担当
2021年６月 当社常務取締役執行役員管理本部長
2021年10月 当社常務取締役執行役員管理本部長兼文化事業部

長
2022年６月 当社取締役専務執行役員文化事業部担当兼渉外担

当（現任）

3,680株

（取締役候補者とした理由）
入社以来、飲食店舗、美術館運営及び経営管理業務に従事し、店長、館長、洋食事業部長、管理本部長

兼文化事業部長等を経て、2022年６月から取締役専務執行役員文化事業部担当兼渉外担当を務めており
ます。これまで培ってきた豊富な業務経験と知見を活かし、事業全般の業績向上に十分な役割を果たして
おり、これらの実績を踏まえ、会社の経営基盤の強化と更なる企業価値向上を実現するための適切な人材
であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

３

松
ま つ ざ き

崎 城 康
し ろ や す

（1970年12月28日生）

1995年４月 日本水産観光㈱入社
1996年８月 ㈱バーニーズジャパン入社
2000年２月 当社入社
2004年５月 当社横浜うかい亭店長
2005年10月 当社あざみ野うかい亭店長
2009年12月 当社洋食副事業部長兼あざみ野うかい亭店長
2011年２月 当社執行役員営業推進室長
2012年９月 当社執行役員和食事業部長
2016年２月 当社執行役員和食事業部長兼営業推進室長
2017年３月 当社執行役員企画推進部長兼営業推進室長
2019年５月 当社執行役員企画推進部長
2020年６月 当社取締役企画推進部長
2021年６月 当社取締役執行役員企画推進部長
2022年６月 当社取締役常務執行役員統括本部長（現任）

2,000株

（取締役候補者とした理由）
入社以来、飲食店舗運営及び企画業務に従事し、店長、洋食副事業部長、営業推進室長、和食事業部

長、企画推進部長等を経て、2022年６月から取締役常務執行役員統括本部長を務めております。これま
で培ってきた豊富な業務経験と知見を活かし、事業全般の業績向上に十分な役割を果たしており、これら
の実績を踏まえ、会社の更なる企業価値向上を実現するための適切な人材であると判断し、引き続き取締
役候補者といたしました。

４

渡
わ た な べ

辺 登 美 男
と み お

（1964年２月24日生）

1990年８月 当社入社
2004年11月 当社ウカイリゾート店長
2007年２月 当社八王子うかい亭店長
2011年２月 当社洋食事業部副事業部長兼八王子うかい亭店長
2011年10月 当社営業本部洋食事業部長
2012年９月 当社執行役員洋食事業部長
2014年10月 当社執行役員営業戦略室長
2016年２月 当社執行役員物販事業部長
2017年３月 当社執行役員物販事業部長兼品質管理室長
2020年６月 当社取締役物販事業部長兼品質管理室長
2021年６月 当社取締役執行役員物販事業部長兼品質管理室長
2022年６月 当社取締役執行役員物販事業部長兼食品開発・製

造部担当（現任）

2,400株

（取締役候補者とした理由）
入社以来、飲食店舗及び物販事業運営の業務に従事し、店長、洋食事業部長、営業戦略室長等を経て、

2022年６月から取締役執行役員物販事業部長兼食品開発・製造部担当を務めております。これまで培っ
てきた豊富な業務経験と知見を活かし、事業全般の業績向上に十分な役割を果たしており、これらの実績
を踏まえ、会社の更なる企業価値向上を実現するための適切な人材であると判断し、引き続き取締役候補
者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

５

笹
さ さ の

野 雄 一 郎
ゆういちろう

（1971年１月12日生）

1992年４月 菱栄観光開発㈱入社
2000年３月 当社入社
2003年10月 当社ウカイリゾート料理長
2007年２月 当社銀座うかい亭料理長
2011年３月 当社銀座うかい亭総料理長
2013年10月 当社洋食事業部総料理長
2016年２月 当社執行役員洋食事業部総料理長
2018年８月 当社執行役員総料理長兼海外戦略室長
2020年４月 当社執行役員飲食事業部長
2020年６月 当社取締役飲食事業部長
2021年６月 当社取締役執行役員飲食事業部長
2022年６月 当社取締役執行役員レストラン事業部長（現任）

1,000株

（取締役候補者とした理由）
入社以来、飲食店舗運営の業務に従事し、料理長、洋食事業部総料理長、海外戦略室長等を経て、

2022年６月から取締役執行役員レストラン事業部長を務めております。これまで培ってきた豊富な業務
経験と知見を活かし、事業全般の業績向上に十分な役割を果たしており、これらの実績を踏まえ、会社
の更なる企業価値向上を実現するための適切な人材であると判断し、引き続き取締役候補者といたしま
した。

６

齋
さ い と う

藤 寿 美 子
す み こ

（1960年12月23日生）

1981年４月 三谷セキサン㈱入社
2007年９月 当社入社
2007年９月 当社管理部経理課長
2009年12月 当社管理部課長兼経営企画室課長
2017年３月 当社経営企画室室長
2018年８月 当社執行役員経営企画室長
2020年６月 当社取締役経営企画室長
2021年６月 当社取締役執行役員経営企画室長（現任）

―株

（取締役候補者とした理由）
入社以来、経営管理及び経営企画の業務に従事し、管理部経理課長、経営企画室課長等を経て、2021

年６月から取締役執行役員経営企画室長を務めております。これまで培ってきた豊富な業務経験と知見を
活かし、事業全般の業績向上に十分な役割を果たしており、これらの実績を踏まえ、会社の経営基盤の強
化と更なる企業価値向上を実現するための適切な人材であると判断し、引き続き取締役候補者といたしま
した。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

７

永
な が た

田 正
ただし

（1952年１月23日生）

1974年４月 京王電鉄㈱入社
2000年６月 同社関連事業部長
2002年６月 同社総合企画本部グループ事業部長
2003年６月 同社人事部長
2004年６月 同社取締役人事部長
2005年６月 同社取締役総合企画本部経営企画部長
2007年６月 同社常務取締役総合企画本部長
2009年６月 同社代表取締役社長
2015年６月 同社代表取締役会長兼社長
2016年６月 同社代表取締役会長
2022年５月 ウエルシアホールディングス㈱社外取締役（現

任）
2022年６月 当社取締役（現任）
2022年６月 京王電鉄㈱相談役（現任）
（重要な兼職の状況）
ウエルシアホールディングス㈱社外取締役
京王電鉄㈱相談役

―株

(社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要)
永田正氏は、長年に渡り京王電鉄㈱の代表取締役を務められており、経営者としての豊富な業務経験

と、会社経営全般に関する幅広い見識を有しておられます。これまでの企業統治や経営トップとしての経
験・知識を活用し、客観的な立場から当社の経営全般に助言を頂戴することにより、当社の取締役会機能
強化に寄与していただくことに期待して、社外取締役候補者とするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

※
８

荒 ヶ
あ ら け だ

田 和 也
か ず や

（1957年５月11日生）

1980年４月 トリンプインターナショナルジャパン㈱入社
1986年12月 アサヒビール㈱入社
2005年９月 同社首都圏本部総合酒類副本部長
2006年９月 同社北海道統括支社長
2008年９月 同社東京支社長
2009年４月 同社東京支社長兼首都圏本部副本部長
2010年３月 同社執行役員東京支社長兼首都圏業務用統括本部

副本部長
2011年４月 同社執行役員首都圏業務用統括本部本部長兼東京

統括支社長
2011年９月 同社執行役員首都圏業務用統括本部本部長
2014年３月 同社常務執行役員首都圏統括本部長
2017年３月 同社専務執行役員首都圏業務用統括本部長
2018年３月 同社専務執行役員近畿圏統括本部長
2020年３月 同社専務執行役員営業本部副本部長
2021年４月 曲〆髙橋水産㈱顧問（現任）

―株

(社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要)
荒ヶ田和也氏は、長年に渡りアサヒビール㈱において要職を歴任されており、豊富な業務経験と幅広い

見識を有しておられます。これまでの経験・知識を活用し、客観的・中立的な立場から当社の経営全般に
助言を頂戴することにより、当社の取締役会機能強化に寄与していただくことに期待して、社外取締役候
補者とするものであります。

（注）1．※は新任の取締役候補者であります。
2．上記の候補者のうち、当社との間に特別の利害関係を有している者は、次のとおりであります。

永田正氏は、当社の主要株主である京王電鉄株式会社の相談役を務めております。
3．その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
4．永田正氏並びに荒ヶ田和也氏は、社外取締役候補者であります。
5．永田正氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており

ます。荒ヶ田和也氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であります。
6．永田正氏は、当社での社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。
7．当社は、永田正氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低
責任限度額としております。永田正氏並びに荒ヶ田和也氏の選任が承認された場合、当社は永田正氏と
の間で当該責任限定契約を更新するとともに、荒ヶ田和也氏との間で同内容の契約を締結する予定であ
ります。

8．当社は、役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職
務の執行に関し責任を負うこと、又は、該当責任の追及にかかる請求を受けることによって生ずること
のある損害について、当該保険契約により塡補することとしております。各候補者の選任が承認された
場合、各候補者は会社法第430条の３第１項に規定する保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。なお、当該保険契約は2023年６月27日に更新する予定であります。
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第４号議案 監査役３名選任の件
現任の監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

監査役３名の選任をお願いするものであります。なお、本議案につきましては、監査役会の同意
を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

１

佐
さ と う

藤 喜 彦
よ し ひ こ

（1955年７月11日生）

1978年４月 サントリー㈱（現:サントリーホールディングス
㈱）入社

1999年10月 モンテ物産㈱出向 取締役総務部長
2003年３月 サントリー㈱ 東京経理センター長
2006年９月 ㈱ティップネス出向 経理部長
2007年３月 同社 取締役経理部長
2009年４月 サントリービア＆スピリッツ㈱（現:サントリー

酒類㈱）出向 営業推進第２部審査部長
2012年７月 ㈱大治 取締役統括管理部長
2013年11月 ㈱共立メンテナンス 経営企画部担当部長
2014年１月 ㈱共立フーズサービス 管理部長
2019年１月 同社顧問
2019年６月 当社監査役
2020年 6 月 当社常勤監査役（現任）

―株

(社外監査役候補者とした理由)
佐藤喜彦氏は、他社で長年にわたり財務部門に従事あるいは管掌した経験から経営管理の専門的な知見

を有しており、職歴、経験、知識等を活かして、当社取締役の業務執行の監査に留まらず、企業統治にお
ける意思決定の透明性に寄与していただけるとの判断から、社外監査役として選任をお願いするものであ
ります。

２

三
み か み

上 安 雄
や す お

（1960年６月３日生）

1999年４月 弁護士登録
1999年４月 髙井伸夫法律事務所（現:髙井･岡芹法律事務所）

入所
2004年４月 ひかり協同法律事務所代表パートナー（現任）
2019年４月 東京大学法科大学院客員教授
2022年11月 当社監査役（現任）
（重要な兼職の状況）

ひかり協同法律事務所代表パートナー

―株

(社外監査役候補者とした理由)
三上安雄氏は、弁護士の資格を有しており、これまで培われた専門的な知識と幅広い経験等を当社の監

査体制の強化を図ることができるものとの判断から、社外監査役として選任をお願いするものでありま
す。なお、同氏は直接会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役とし
ての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

※
３

新
に っ た

田 誠
まこと

（1954年２月26日生）

1980年10月 監査法人中央会計事務所（最終名称:みすず監査
法人）入所

1985年８月 公認会計士登録
1994年７月 同監査法人社員
1999年７月 同監査法人代表社員（シニアパートナー）
2007年７月 新日本監査法人（現:EY新日本有限責任監査法人）

代表社員（シニアパートナー）
2016年７月 新田誠公認会計事務所代表（現任）
2016年８月 税理士登録
2017年８月 ㈱オレンジ監査役
（重要な兼職の状況）
新田誠公認会計事務所代表

―株

(社外監査役候補者とした理由)
新田誠氏は、公認会計士、税理士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、新日本監

査法人（現:EY新日本有限責任監査法人）代表社員（シニアパートナー）等を歴任するなど、会計の専門
家として培われた専門的な知識・経験等を当社の監査体制の強化に活かしていただけるとの判断から、社
外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は過去に監査役となること以外の方法で会
社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂行す
ることができるものと判断しております。

（注）1．※は、新任監査役候補者であります。
2．上記の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3．佐藤喜彦氏、三上安雄氏並びに新田誠氏は、社外監査役候補者であります。
4．佐藤喜彦氏並びに三上安雄氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。新田誠氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であ
ります。

5．佐藤喜彦氏並びに三上安雄氏の当社での社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって佐藤
喜彦氏は４年、三上安雄氏は７ヶ月となります。

6．当社は、佐藤喜彦氏並びに三上安雄氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第
１項の損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任
の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額としております。佐藤喜彦氏、三上安雄
氏並びに新田誠氏の選任が承認された場合、当社は佐藤喜彦、三上安雄の両氏との間で当該責任限定契
約を更新するとともに、新田誠氏との間で同内容の契約を締結する予定であります。

7．当社は、役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職
務の執行に関し責任を負うこと、又は、該当責任の追及にかかる請求を受けることによって生ずること
のある損害について、当該保険契約により塡補することとしております。各候補者の選任が承認された
場合、各候補者は会社法第430条の３第１項に規定する保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。なお、当該保険契約は2023年６月27日に更新する予定であります。
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第５号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役１名の選任を

お願いするものであります。
なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
株 式 の 数

栗
く り は ら

原 章
あきら

（1967年６月18日生）

1992年10月 中央新光監査法人（後の中央青山監査法人）入所
1996年５月 公認会計士登録
2003年４月 中央青山監査法人シニアマネージャー
2006年７月 ㈱ランドビジネス管理部次長
2008年２月 税理士登録
2012年４月 栗原章公認会計士・税理士事務所事務所長（現

任）
2015年４月 社会福祉法人真寿会（現：社会福祉法人真正会）

監事（現任）
2019年４月 医療法人真正会監事（現任）
（重要な兼職の状況）
栗原章公認会計士・税理士事務所事務所長

―株

(補欠の社外監査役候補者とした理由)
栗原章氏は、公認会計士、税理士としての財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、他の会社での監

査業務等を通して培われた専門的な知識・経験等を当社の監査体制に活かしていただけるとの判断から、補欠の社
外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は直接会社の経営に関与された経験はありません
が、上記の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しております。

（注）1. 上記の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 栗原章氏は、補欠の社外監査役候補者であります。同氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独

立役員の要件を満たしており、同氏が社外監査役に就任された場合、当社は同氏を独立役員として同取
引所に届け出る予定であります。

3. 当社は、監査役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を
一定の範囲に限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会
社法第425条第１項に規定する最低責任限度額としております。栗原章氏が監査役に就任した場合、当
社は同氏との間で当該責任限定契約を締結する予定であります。

4. 当社は、役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職
務の執行に関し責任を負うこと、又は、該当責任の追及にかかる請求を受けることによって生ずること
のある損害について、当該保険契約により塡補することとしております。栗原章氏が監査役に就任され
た場合、同氏は会社法第430条の３第１項に規定する保険契約の被保険者に含められることとなります。
なお、当該保険契約は2023年６月27日に更新する予定であります。

以 上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株式会社うかい 株主総会会場ご案内図

京王プラザホテル八王子 ５階「翔王」
東京都八王子市旭町14番１号
TEL 042（656）3111

●交通のご案内：JR八王子駅北口前、京王八王子駅中央口より徒歩３分

株主総会ご出席の株主様へのお飲み物の提供、お土産配布はとりやめさせていただいてお
ります。何卒、ご理解並びにご協力を賜りますようお願い申しあげます。
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